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Ⅰ．新地方公会計制度の概要 

 

（１）統一的な基準の特徴 

    地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正かつ確実な

執行を図るという観点から、確定性、客観性、透明性に優れた現金主義・単式簿記を採用し

ています。 

 

    一方、地方公共団体の厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、住民に対する説明責

任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、従来からの単式簿記による現金

主義会計では把握できない情報（ストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減

価償却費等））を住民や議会に説明する必要が一層高まっており、補完の手法として複式簿

記による発生主義会計が求められるようになりました。 

 

このような動きを受け、総務省は平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計マニ

ュアル」を示し、原則として平成２７年度から平成２９年度までの三年間で統一的な基準に

よる財務書類等を整備するよう全ての都道府県、市町村等に要請しました。 

 

今回の「統一的な基準」では、会計処理方法として民間企業会計と同様の複式簿記や発生

主義会計を導入するとともに、現存するすべての固定資産を洗い出し、固定資産台帳を整備

しています。 

これにより、現金取引に加えてストック情報（資産・負債・純資産の期末残高）及びフロ

ー情報（期中の収益・費用及び純資産の内部構成の変動）を網羅的に、かつ公正価値で把握

出来ます。 

 

また、連結財務書類においては、地方公共団体の構成団体である一部事務組合や第三セク

ターを一つの行政サービス実施主体と捉え、公的資金等によって形成された資産の状況、そ

の財源とされた負債・純資産の状況さらには行政サービス提供に要したコストや資金収支の

状況などを総合的に明らかにすることが可能です。 
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（２）各財務書類の概要 

   

  １．貸借対照表 略称：BS（Balance Sheet） 

      地方公共団体がどのような資産をいくら保有しているのか（資産保有状況）と、その

資産はどのような財源により形成されているのか（財源調達状況）を対照表示したもの

です。 

      貸借対照表の作成により、基準日時点における当町の財政状態（資産・負債・純資産

の残高及び内訳）が明らかにされます。 

 

  ２．行政コスト計算書 略称：PL（Profit and Loss statement） 

      一会計年度中の行政活動に係る費用（減価償却費を含む）と行政活動との直接的な対

価性を有する使用料・手数料等の収益を対比させたものです。 

      その差額として、地方公共団体の一会計年度中の行政活動について税収等で賄うべき

コスト（純行政コスト）が明らかにされます。 

 

  ３．純資産変動計算書 略称：NW（Net Worth statement） 

      貸借対照表（BS）に表示される純資産が、一会計年度中にどのように変動したのか

を明らかにするものです。 

      この変動は、行政コスト計算書（PL）で算出された純行政コストを減少要因とし

て、税収等や国県等補助金といった財源を増加要因として算出されます。 

      純資産の総額は「固定資産形成分」と「余剰分（不足分）」に分類されますが、これ

は純資産がどのような経緯で蓄積されたものか、どのような形態で保有されているかを

表しています。 

 

  ４．キャッシュフロー計算書 略称：CF（Cash Flow statement） 

      一会計年度中の現金等の資金の流れを、性質の異なる３つの活動（業務活動、投資活

動、財務活動）に区分して表示したものです。 

現金収支は歳入歳出決算書においても明らかにされているところですが、キャッシュ

フロー計算書では資金の流れを要素別に表示することにより資金利用状況及び資金獲得

能力、すなわち資金の増減要因が明らかにされます。 
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（３）財務書類４表構成の相関関係 

 

 

① 貸借対照表（BS）の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書（CF）における本

年度末残高に本年度末歳計外現金残高を加えた金額と対応します。 

② 貸借対照表（BS）の「純資産合計」の金額は、純資産変動計算書（NWM）の「本年度末残

高」と対応します。 

③ 行政コスト計算書（PL）の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書（NWM）の「純

行政コスト」の金額と対応します。 

 

 

 

 

 

  

貸借対照表（BS）

資 産

（うち現金預金）

負 債

純 資 産

行政コスト計算書（PL）

経常費用

臨時損失

経常収益

純行政コスト

臨時利益

資金収支計算書（CF）

業務活動収入

投資活動収入
業務活動支出

投資活動支出

純資産変動計算書（NWM）

本年度末純資産残高

財務活動収入

財務活動支出

本年度末残高

当年度純資産変動額

前年度末残高

期首純資産残高

＋

（ 財源+資産変動額- 純行政コスト ）
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Ⅱ．各会計区分の対象範囲 

 

※平成３０年度３月時点において一部の連結対象団体の財務書類作成が完了していない為、 

既に作成済みの団体分のみを連結した状態となっています。 

連結対象の決算財務書類が揃い次第、順次連結・公表する予定です。 

 

Ⅲ．作成基準日 

作成基準日は、会計年度の最終日である平成２９年３月３１日としています。 

   なお、出納整理期間（平成３０年４月１日から５月３１日まで）の出納については、作成基

準日までに終了したものとして扱っています。 

 

 

 

 

連  結                      北海道後期高齢者医療広域連合 
                             北海道市町村備荒資金組合 
                             富良野広域連合 

                          上川教育研修センター 

全  体        国民健康保険事業特別会計 
            簡易水道事業特別会計 
            公共下水道事業特別会計 
            介護保険事業特別会計 
            こぶし苑事業特別会計 
            後期高齢者医療特別会計 
            国民健康保険町立病院事業会計 

 

一般会計等 
 
一般会計 
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平成２９年度財務書類 

（１）一般会計等財務４表 
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貸借対照表の説明（一般会計等） 

 

①資産の部 

学校、道路、公園など将来の世代に引き継ぐ社会資本や、基金、投資など将来現金化すること

が可能な資産など、これまでの行政活動で形成された資産の年度末現在の価値を示しています。 

これまでに中富良野町では、約２８９億円の資産を形成してきています。 

 

  ・事業用資産………………学校、公営住宅、公民館、庁舎、体育館など 

  ・インフラ資産……………道路、橋りょう等の社会資本 

  ・物品………………………車両など、現金や基金等以外の動産 

  ・投資その他の資産………出資金、長期延滞債権、基金など 

約７５億円 

約１９４億円 

約１億円 

約１９億円 

 

②負債の部 

  資産を形成する為の地方債や退職手当引当金など、将来の世代が負担するものです。 

  総額は約５５億円で、大部分を地方債が占めており、その年度末現在高は約４５億円です。 

 

   ・地方債………………………地方債現在高のうち、平成３０年度以降に償還する予定の元金。 

   ・１年以内償還予定地方債…地方債現在高のうち、平成２９年度に償還する予定の元金。 

   ・退職手当引当金……………年度末に全職員が退職した場合の退職手当支給額。 

 

③純資産の部 

  資産合計から負債合計を差し引いた額で、これまでの世代が負担し、将来の返済や支出の必要

のない資産で、総額は約２４１億円あります。 

 

   ・固定資産等形成分…………資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭以外

の形態（固定資産など）で保有。 

   ・余剰分（不足分）…………費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭以外の形態で保有。

流動資産（短期貸付金及び基金等を除く）から負債（将来現金等支

出を見込む）を差し引いた額。 

マイナスになる事が多く、その場合、基準日時点における将来の金

銭必要額を示している。 
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行政コスト計算書の説明（一般会計等） 

 

①経常費用 

  行政サービスに係る経常的な費用を表示したもので、人件費、物件費、減価償却費が大きな割

合を占めています。 

 

  【業務費用】 

    退職手当引当金繰入額……前年度末退職手当引当金残高と本年度末残高の差額。 

    その他（人件費）…………議員報酬以外の委員報酬、職員の共済費など。 

    物件費………………………委託料、消耗品、非常勤職員の賃金、報償費など。 

    支払利息……………………地方債の本年度利子支払額。 

 

    業務費用合計：約３６億円 

 

  【移転費用】 

    補助金等……………………特別会計や他団体への負担金、補助及び交付金。 

    社会保障給付………………生活保護費などの扶助費。 

    他会計への繰出金…………特別会計等への繰出金。 

 

    移転費用合計：約１７億円 

 

  平成２９年度の経常費用合計（経常行政コスト）は約５３億円です。 

 

②経常収益 

  行政サービスに係る経常的な収入を表示しています。 

 

    使用料及び手数料…………行政サービスに係る使用料収入、及び手数料収入。 

    経常収益（その他）………雑入など。 

 

    経常収益合計：約２億円 

 

 経常費用合計から経常収益を差し引いた純経常行政コストは約５１億円です。 

 純経常行政コストに災害復旧事業費など臨時の損益を加味した純行政コストは、約５３億円とな

っています。 
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純資産変動計算書の説明（一般会計等） 

 

①本年度差額 

税収や国県等補助金などの財源から純行政コストを差し引いた金額で、本年度の差額は 

約マイナス１４億円です。 

 

②本年度純資産変動額 

①の本年度差額から有価証券等の評価増減額を表す資産評価額、無償で譲渡又は取得した固定

資産の価額等を表す無償所管換等などを加えた金額で、本年度の変動額は約マイナス１３億円で

す。 

純資産の増加は、過去に取得した固定資産の減価償却費や固定資産の除売却等による減少分よ

りも、固定資産への投資が多かった事が要因となります。 

純資産の減少は、過去に取得した固定資産の減価償却費や固定資産の除売却等による減少分よ

りも、固定資産への投資が少なかった事が要因となります。 

 

③本年度末純資産残高 

前年度末純資産残高に本年度純資産変動額を加えた金額で、貸借対照表の純資産合計と一致し

ます。 

前年度末純資産残高約２５４億円に②の本年度純資産変動額約マイナス１３億円を加え、 

約２４１億円が本年度末の純資産残高となります。 
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資金収支計算書の説明（一般会計等） 

 

①業務活動収支 

  行政サービスを行う中で、毎年度継続的に生じる収入と支出を表示しています。 

 

  ・業務支出……人件費、物件費、補助費、扶助費などの支出。 

  ・業務収入……税収等収入、（行政サービスに係る）国県等補助金、使用料及び手数料など。 

  ・臨時支出……災害復旧事業費などの、経常的でない臨時の支出。 

  ・臨時収入……災害復旧事業費に対する補助金収入など。 

 

  平成２９年度の業務活動収支は約３億円のマイナスとなっています。 

 

②投資活動収支 

  公共施設等の整備、基金の積立・取崩しに関わる収入と支出を表示しています。 

 

  ・投資活動支出……公共施設等の整備、基金の積立、貸付などに要する支出。 

  ・投資活動収入……国県等補助金、基金取崩、貸付金の元金回収、資産の売却などの収入。 

 

  平成２９年度の投資活動収支は約４億円のプラスとなっています。 

 

③財務活動収支 

  資金の調達及び返済に関わる収入と支出を表示しています。 

 

  ・財務活動支出……町債の償還などに要する支出。 

  ・財務活動収入……町債の発行などの収入。 

 

  平成２９年度の財務活動収支は約２億円のマイナスとなっています。 

 

 上記３つの収支を合算し、平成２９年度の資金収支額は約１億円のマイナスとなりました。前年

度末資金残高約２億円を加えて、本年度末資金残高は約１億円のマイナスとなりました。 
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注記【一般会計等】 

 

 １．重要な会計方針 

   （１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

       開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明

なものは原則として再調達原価としています。 

       また開始後については、原則として取得原価とし、再調達原価での評価は行わない

こととしています。 

   （２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

      ・出資金のうち、市場価格があるもの 

       →会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。 

      ・出資金のうち、市場価格のないもの 

       →出資金額をもって貸借対照表価額としています。 

        ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の

価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。 

        なお、出資金額の価値の低下割合が３０％以上である場合には、「著しく低下し

た場合」に該当するものとしています。 

   （３）有形固定資産等の減価償却の方法 

      ・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

       →定額法を採用しています。 

      ・無形固定資産 

       →定額法を採用しています。 

   （４）引当金の計上基準及び算定方法 

      ・徴収不能引当金 

       →過去３年間の平均不能欠損率により計上しています。 

      ・賞与等引当金 

       →翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の 

        支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

      ・退職手当引当金 

       →地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込み額算定方法

に従っています。 

   （５）リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処

理を行っています。（少額リース資産及び短期のリース取引は簡易的な取り扱いを

し、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。） 
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（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等額（３ヵ月以内の短期投資など）を

資金の範囲としています。このうち現金同等額は、短期投資の他、出納整理期間中の

取引により発生する資金の受払も含んでいます。 

   （７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

      ・消費税の会計処理 

       →税込み方式に従っています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

    該当する事象はありません。 

 

 ３．重要な後発事象 

   （１）主要な業務の改廃 

      該当する事象はありません。 

   （２）組織・機構の大幅な変更 

      該当する事象はありません。 

   （３）地方財政制度の大幅な改正 

      該当する事象はありません。 

   （４）重大な災害等の発生 

      該当する事象はありません。 

   （５）その他重要な後発事象 

      該当する事象はありません。 

 

４．偶発債務 

該当する事象はありません。 

 

５．追加情報 

   （１）財務書類の内容を理解する為に必要と認められる事項 

     ①一般会計等財務書類の対象範囲は次の通りです。 

      →一般会計 

     ②一般会計等と普通会計の対象範囲の差異 

      →一般会計等は、普通会計と同様に一般会計のみを対象としています。 

     ③出納整理期間について 

      →財務書類の作成基準日は会計年度末（３月３１日）ですが、出納整理期間中の現金

の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。（地方自

治体法第２３５条の５「普通地方公共団体の出納は、翌年度の５月３１日をもって

閉鎖する。」） 
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④各項目の金額を表示単位未満で四捨五入している為、合計等の金額が一致しない場合

があります。 

     ⑤地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況は以下の通りです。 

      ・実質赤字比率 

      ・連結実質赤字比率 

      ・実質公債費比率 

      ・将来負担比率 

­％ 

­％ 

9.4％ 

­％ 

     ⑥利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

      ・支出予定額 14,309 千円

     ⑦繰越事業に係る将来の支出予定額 

      ・継続費逓次繰越額（一般会計） 

      ・繰越明許費   （一般会計） 

      ・事故繰越額   （一般会計） 

 

­千円 

­千円 

­千円 

     ⑧過年度修正などに関する事項 

      該当する事象はありません。 

   （２）貸借対照表に係る事項 

     ①基準モデルから統一的な基準モデルへ移行したことによる影響など 

      従前の財務書類を公開していない為、影響はありません。 

     ②売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

・土地 

・立木竹 

・建物 

・工作物 

・物品 

­千円うち、売却可能 

­千円うち、売却可能 

­千円うち、売却可能 

­千円うち、売却可能 

­千円うち、売却可能 

­千円 

­千円 

­千円 

­千円 

­千円 

      上記の金額は、貸借対照表における簿価額を記載しています。 

     ③減価償却累計額 

      間接法による表示なので、ここでの記載は不要とします。 

     ④減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

      該当する事象はありません。              ­千円

     ⑤基金借入金（繰替運用）の内容 

      該当する事象はありません。 -千円

      

 

 

     ⑥地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基盤である 

基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額 

      健全化資料４⑩表より 3,831,133 千円
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     ⑦将来負担に関する情報（財政健全化法における将来負担比率の算定要素） 

      ア．標準財政規模 2,710,934 千円

      イ．元利償還金・純元利償還金に係る基準財政需要額算入額 471,027 千円 

      ウ．将来負担額 

      エ．充当可能金額 

      オ．特定財源見込額 

6,109,407 千円 

1,586,570 千円 

550,235 千円 

      カ．地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込み額 4,257,202 千円 

     ⑧自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上された 

リース債務金額 ­千円

     ⑨管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び 

      表示登記が行われていない法定外公共物 

      該当する事象はありません。 ­千円

     ⑩道路、河川及び水路の敷地の評価額 

­千円 

     ⑪PFI 事業に係る資産 

      該当する事象はありません。 

   （３）行政コスト計算書に係る事項 

      該当する事象はありません。 

   （４）純資産変動計算書に係る事項 

     ①純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

固定資産等形成分は、資産形成のために充当した資源が蓄積されたもので、原則とし

て固定資産等の形態で保有されています。 

余剰分（不足分）は、費消可能な資源が蓄積されたもので、原則として金銭の形態で

保有されています。 

   （５）資金収支計算書に係る事項 

     ①基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

      業務活動収支（支払利息支出を除く） 

      投資活動収支 

      基礎的財政収支 

 

▲250,975 千円 

430,436 千円 

▲197,950 千円 

     ②既存の決算情報との関連性 

      会計間の繰出金、繰入金を相殺処理しています。 
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     ③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

      主な内訳は、以下の通りです。 

      ア．賞与等引当金繰入額 

      イ．退職手当引当金繰入額 

      ウ．減価償却費 

36,270 千円 

345,196 千円 

1,359,112 千円 

      エ．資産所売却損 

      オ．賞与等引当金繰戻額（前年度繰入額） 

      カ．退職手当引当金繰戻額（前年度繰入額） 

116,632 千円 

37,913 千円 

350,170 千円 

     ④一時借入金 

      該当する取引はありません。 ­千円

     ⑤重要な非資金取引 

      該当する取引はありません。 ­千円
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（２）全体財務４表 
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貸借対照表の説明（全体） 

 

①資産の部 

学校、道路、公園など将来の世代に引き継ぐ社会資本や、基金、投資など将来現金化すること

が可能な資産など、これまでの行政活動で形成された資産の年度末現在の価値を示しています。 

これまでに〇〇町では、約〇〇億円の資産を形成してきています。 

 

  ・事業用資産………………学校、公営住宅、公民館、庁舎、体育館等 

  ・インフラ資産……………道路、橋りょう等の社会資本 

  ・物品………………………現金や基金等以外の動産 

  ・投資その他の資産………出資金、長期延滞債権、基金など 

約９３億円 

約２０３億円 

約４億円 

約２０億円 

 

  有形固定資産のうち、建物・工作物などの耐用年数のあるいわゆる償却資産の合計取得価額は

約７２７億円、その減価償却累計額は約４３８億円で、約６０％が経年で費消された計算となっ

ています。 

 

②負債の部 

  資産を形成する為の地方債や退職手当引当金など、将来の世代が負担するものです。 

  総額は約７４億円で、大部分を地方債が占めており、その年度末現在高が約６５億円です。 

 

   ・地方債………………………地方債現在高のうち、平成３０年度以降に償還する予定の元金。 

   ・１年以内償還予定地方債…地方債現在高のうち、平成２９年度に償還する予定の元金。 

   ・退職手当引当金……………年度末に全職員が退職した場合の退職手当支給額。 

 

③純資産の部 

  資産合計から負債合計を差し引いた額で、これまでの世代が負担し、将来の返済や支出の必要

のない資産で、総額は約２５２億円あります。 

 

   ・固定資産等形成分…………資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭以外

の形態（固定資産など）で保有。 

   ・余剰分（不足分）…………費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭以外の形態で保有。

流動資産（短期貸付金及び基金等を除く）から負債（将来現金等支

出を見込む）を差し引いた額。 

マイナスになる事が多く、その場合、基準日時点における将来の金

銭必要額を示している。 
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行政コスト計算書の説明（全体） 

 

①経常費用 

  行政サービスに係る経常的な費用を表示したもので、人件費、物件費、減価償却費が大きな割

合を占めています。 

 

  【業務費用】 

    退職手当引当金繰入額……前年度末退職手当引当金残高と本年度末残高の差額。 

    その他（人件費）…………議員報酬以外の委員報酬、職員の共済費など。 

    物件費………………………委託料、消耗品、非常勤職員の賃金、報償費など。 

    支払利息……………………地方債の本年度利子支払額。 

 

    業務費用合計：約７２億円 

 

  【移転費用】 

    補助金等……………………特別会計や他団体への負担金、補助及び交付金。 

    社会保障給付………………生活保護費などの扶助費。 

    他会計への繰出金…………特別会計等への繰出金。 

 

    移転費用合計：約３１億円 

 

  平成２９年度の経常費用合計（経常行政コスト）は約１０３億円です。 

 

②経常収益 

  行政サービスに係る経常的な収入を表示しています。 

 

    使用料及び手数料…………行政サービスに係る使用料収入、及び手数料収入。 

    経常収益（その他）………雑入など。 

 

    経常収益合計：約７億円 

 

 経常費用合計から経常収益を差し引いた純経常行政コストは約９６億円です。 

 純経常行政コストに災害復旧事業費など臨時の損益を加味した純行政コストは、約９８億円とな

っています。 
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純資産変動計算書の説明（全体） 

 

①本年度差額 

税収や国県等補助金などの財源から純行政コストを差し引いた金額で、本年度の差額は 

約マイナス２４億円です。 

 

②本年度純資産変動額 

①の本年度差額から有価証券等の評価増減額を表す資産評価額、無償で譲渡又は取得した固定

資産の価額等を表す無償所管換等などを加えた金額で、本年度の変動額は約１３億円です。 

純資産の増加は、過去に取得した固定資産の減価償却費や固定資産の除売却等による減少分よ

りも、固定資産への投資が多かった事が要因となります。 

純資産の減少は、過去に取得した固定資産の減価償却費や固定資産の除売却等による減少分よ

りも、固定資産への投資が少なかった事が要因となります。 

 

③本年度末純資産残高 

前年度末純資産残高に本年度純資産変動額を加えた金額で、貸借対照表の純資産合計と一致し

ます。 

前年度末純資産残高約２６３億円に②の本年度純資産変動額約１３億円を加え、 

約２５２億円が本年度末の純資産残高となります。 
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資金収支計算書の説明（全体） 

 

①業務活動収支 

  行政サービスを行う中で、毎年度継続的に生じる収入と支出を表示しています。 

 

  ・業務支出……人件費、物件費、補助費、扶助費など。 

  ・業務収入……税収等収入、（行政サービスに係る）国県等補助金、使用料及び手数料など。 

  ・臨時支出……災害復旧事業費などの、経常的でない臨時の支出。 

  ・臨時収入……災害復旧事業費に対する補助金収入など。 

 

  平成２９年度の業務活動収支は約１４億円のマイナスとなっています。 

 

②投資活動収支 

  公共施設等の整備、基金の積立・取崩しに関わる収入と支出を表示しています。 

 

  ・投資活動支出……公共施設等の整備、基金の積立、貸付などに要する支出。 

  ・投資活動収入……国県等補助金、基金取崩収入、貸付金の元金回収収入、資産の売却収入な

ど。 

 

  平成２９年度の投資活動収支は約５億円のプラスとなっています。 

 

③財務活動収支 

  資金の調達及び返済に関わる収入と支出を表示しています。 

 

  ・財務活動支出……町債の償還などに要する支出。 

  ・財務活動収入……町債の発行などの収入。 

 

  平成２９年度の財務活動収支は約８億円のプラスと４なっています。 

 

  上記３つの収支を合算し、平成２９年度の資金収支額は約１億円のマイナスとなりましたが、

前年度末資金残高約７億円を加えて、本年度末資金残高は約６億円のプラスとなりました。 
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注記【全体】 

 

 １．重要な会計方針 

   （１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

       開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明

なものは原則として再調達原価としています。 

       また開始後については、原則として取得原価とし、再調達原価での評価は行わない

こととしています。 

   （２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

      ・出資金のうち、市場価格のあるもの 

       →会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。 

      ・出資金のうち、市場価格のないもの 

       →出資金額をもって貸借対照表価額としています。 

        ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の

価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。 

        なお、出資金額の価値の低下割合が３０％以上である場合には、「著しく低下し

た場合」に該当するものとしています。 

   （３）有形固定資産等の減価償却の方法 

      ・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

       →定額法を採用しています。 

      ・無形固定資産 

       →定額法を採用しています。 

   （４）引当金の計上基準及び算定方法 

      ・徴収不能引当金 

       →過去３年間の平均不能欠損率により計上しています。 

      ・賞与等引当金 

       →翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の 

        支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

      ・退職手当引当金 

       →地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込み額算定方法

に従っています。 

   （５）リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処

理を行っています。（少額リース資産及び短期のリース取引は簡易的な取り扱いを

し、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。） 
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（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等額（３ヵ月以内の短期投資など）を

資金の範囲としています。このうち現金同等額は、短期投資の他、出納整理期間中の

取引により発生する資金の受払も含んでいます。 

   （７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

      ・消費税の会計処理 

       →税込み方式に従っています。 

 

 ２．重要な後発事象 

   （１）主要な業務の改廃 

      該当する事象はありません。 

   （２）組織・機構の大幅な変更 

      該当する事象はありません。 

   （３）地方財政制度の大幅な改正 

      該当する事象はありません。 

   （４）重大な災害等の発生 

      該当する事象はありません。 

   （５）その他重要な後発事象 

      該当する事象はありません。 

 

３．偶発債務 

該当する事象はありません。 

 

４．追加情報 

   （１）全体財務書類の対象範囲は次の通りです。 

 

      一般会計等     

      事業会計      

 

      

 

      公営企業（非法適）  

 

      公営企業（法適） 

 

 

 

 

：一般会計 

：国民健康保険事業特別会計 

 介護保険事業特別会計 

 後期高齢者医療特別会計 

こぶし苑事業特別会計 

：簡易水道事業特別会計 

 公共下水道事業特別会計 

 町立病院事業会計 

  

 

 



- 41 - 
 

   （２）出納整理期間について 

       財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月３１日）ですが、出納整理期間中の現

金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

       （地方自治体法第２３５条の５「普通地方公共団体の出納は、翌年度の５月３１日

をもって閉鎖する。」） 

   （３）表示単位未満の取り扱い 

       各項目の金額を表示単位未満で四捨五入している為、合計等の金額が一致しない場

合があります。 

   （４）法適用公営事業会計の取り扱い 

       法適用の公営事業会計は、財務書類の勘定科目体系が公会計とは異なる為、読替を

行って作成しています。 

   （５）内部取引の取り扱い 

       連結財務書類作成の手引きに沿って、連結対象団体（会計）間で行われている資金

の出資（受入）、貸付（借入）、回収（返済）、利息の支払い（受取）、売上（支払）、

繰入（繰出）など、原則としてすべての内部取引を相殺消去しています。 

   （６）固定資産等形成分について 

       貸借対照表資産の部「固定資産+短期貸付金+基金（流動）」と純資産の部「固定資

産等形成分」は、資産科目の残高の相殺消去により差額が発生する場合があります。 
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（３）連結財務４表 
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注記【連結】 

 

 １．重要な会計方針 

   （１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

       開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明

なものは原則として再調達原価としています。 

       また開始後については、原則として取得原価とし、再調達原価での評価は行わない

こととしています。 

   （２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

      ・出資金のうち、市場価格のあるもの 

       →会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。 

      ・出資金のうち、市場価格のないもの 

       →出資金額をもって貸借対照表価額としています。 

        ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の

価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。 

        なお、出資金額の価値の低下割合が３０％以上である場合には、「著しく低下し

た場合」に該当するものとしています。 

   （３）有形固定資産等の減価償却の方法 

      ・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

       →定額法を採用しています。 

      ・無形固定資産 

       →定額法を採用しています。 

   （４）引当金の計上基準及び算定方法 

      ・徴収不能引当金 

       →過去３年間の平均不能欠損率により計上しています。 

      ・賞与等引当金 

       →翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の

支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

      ・退職手当引当金 

       →地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込み額算定方法

に従っています。 

   （５）リース取引の処理方法 

       ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処

理を行っています。（少額リース資産及び短期のリース取引は簡易的な取り扱いを

し、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。） 
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（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等額（３ヵ月以内の短期投資など）を

資金の範囲としています。このうち現金同等額は、短期投資の他、出納整理期間中の

取引により発生する資金の受払も含んでいます。 

   （７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

      ・消費税の会計処理 

       →税込み方式に従っています。 

 

 ２．重要な後発事象 

   （１）主要な業務の改廃 

      該当する事象はありません。 

   （２）組織・機構の大幅な変更 

      該当する事象はありません。 

   （３）地方財政制度の大幅な改正 

      該当する事象はありません。 

   （４）重大な災害等の発生 

      該当する事象はありません。 

   （５）その他重要な後発事象 

      該当する事象はありません。 

 

３．偶発債務 

該当する事象はありません。 

 

４．追加情報 

   （１）連結財務書類の対象範囲は次の通りです。 

 

      一般会計等     

      事業会計      

 

      公営企業（非法適）  

       

公営企業（法適） 

      一部事務組合等 

 

 

      広域連合等 

 

 

：一般会計 

：国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計 

 後期高齢者医療特別会計、こぶし苑事業特別会計 

 簡易水道事業特別会計、公共下水道事業特別会計 

 

：町立病院事業会計 

：備荒資金組合 

： 

  

 富良野広域連合、後期高齢者医療広域連合 
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   （２）出納整理期間について 

       財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月３１日）ですが、出納整

理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計

数としています。 

       （地方自治体法第２３５条の５「普通地方公共団体の出納は、翌年度の

５月３１日をもって閉鎖する。」） 

   （３）表示単位未満の取り扱い 

       各項目の金額を表示単位未満で四捨五入している為、合計等の金額が一

致しない場合があります。 

   （４）法適用公営事業会計・第三セクターの取り扱い 

       法適用の公営事業会計と第三セクターは、財務書類の勘定科目体系が公

会計とは異なる為、読替を行って作成しています。 

   （５）内部取引の取り扱い 

       連結財務書類作成の手引きに沿って、連結対象団体（会計）間で行われ

ている資金の出資（受入）、貸付（借入）、回収（返済）、利息の支払い

（受取）、売上（支払）、繰入（繰出）など、原則としてすべての内部取引

を相殺消去しています。 

   （６）資産評価額（第三セクター）について 

       第三セクターの財務書類において、資産評価額は直接法での表記となり

ます。従いまして、連結財務書類での資産評価額は取得原価（再調達価

額）と簿価との合算となります。 

   （７）固定資産等形成分について 

       貸借対照表資産の部「固定資産+短期貸付金+基金（流動）」と純資産の

部「固定資産等形成分」は、資産科目の残高の相殺消去により差額が発生

する場合があります。 

 

 

 


